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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第１四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 5,219 493.5 △590 ― △554 ― 412 ―
2021年３月期第１四半期 879 △88.7 △1,585 ― △1,597 ― △1,877 ―
(注)包括利益 2022年３月期第１四半期 409百万円( ―％) 2021年３月期第１四半期 △1,877百万円( ―％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第１四半期 26.40 19.00

2021年３月期第１四半期 △160.37 ―

(注)2021年３月期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する
ものの、１株当たり四半期純損失が計上されているため、記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 24,833 5,990 24.1
2021年３月期 26,142 5,565 21.3
(参考) 自己資本 2022年３月期第１四半期 5,988百万円 2021年３月期 5,562百万円
　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2022年３月期 ―

2022年３月期(予想) 0.00 ― 0.00 0.00

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 26,836 107.4 630 ― 467 ― 300 ― 22.21
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 有

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)
　

　 　新規―社 （社名） 、除外１社 （社名）株式会社エスクリマネジメントパートナーズ
(注)2021年４月１日付で当社を吸収合併存続会社とし、株式会社エスクリマネジメントパートナーズを吸収合併消滅
会社とする吸収合併を行っております。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期１Ｑ 13,786,500株 2021年３月期 13,786,500株

② 期末自己株式数 2022年３月期１Ｑ 277,932株 2021年３月期 277,932株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期１Ｑ 13,508,568株 2021年３月期１Ｑ 11,708,568株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
(将来に関する記述等についてのご注意)
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
(決算補足説明資料の入手方法)
決算補足説明資料は、2021年８月13日に当社ウェブサイトに掲載しております。

　

　　



○種類株式の配当の状況
普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は、以下のとおりです。

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

Ａ種種類株式 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ─ ─ ─ ─ ─

2022年３月期 ─

2022年３月期(予想) 37,500.00 ― 37,500.00 75,000.00

（注）Ａ種種類株式は、2021年３月31日に発行したものです。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症再拡大により、一部地域において

緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置が発令され、人流を抑えるために経済活動の抑制が継続されており、先行

きの不透明な状況が続いております。

このような環境のなか、当社グループは、ブライダルマーケットにおけるシェア拡大戦略を展開すべく、施設の

スタイルにこだわらず、東京23区及び政令指定都市を中心とした利便性の高い場所で挙式・披露宴を運営する当社

のほか、店舗・オフィスの設計施工、建築用コンテナの企画・販売・施工、建材・古材の販売など建築不動産に関

するソリューションを提供し、またグループ内施設の内装工事を担う株式会社渋谷を主軸にグループ経営を推進す

る体制を強化し、連結業績の最大化に向け継続して取り組んでおります。

第１四半期連結累計期間は、ブライダル関連事業において、新型コロナウイルス感染症再拡大に伴い、2021年４

月に緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置が発令されたことを受け、対象地域においては政府・自治体からの制

限要請（酒類提供の禁止、収容人数制限等）に基づきながら挙式・披露宴を実施してまいりました。施設の臨時休

業を余儀なくされた前年同期と比較して施行件数が増加したことにより、売上高が増加し、コストコントロールを

進めた結果、損失幅は縮小したものの、新型コロナウイルス感染症拡大前の水準には及ばない状況であります。

また、建築不動産関連事業においては、工事が進捗していることに加え、不動産の販売もあり、増収となりまし

た。

その結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高5,219百万円（前年同四半期比493.5％増）、営業損

失590百万円（前年同四半期は1,585百万円の損失）、経常損失554百万円（前年同四半期は1,597百万円の損失）、

親会社株主に帰属する四半期純利益412百万円（前年同四半期は1,877百万円の損失）となりました。なお、「収益

認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等の適用に

より、売上高は165百万円減少し、営業利益、経常利益はそれぞれ24百万円減少しております。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

（ブライダル関連事業）

新型コロナウイルス感染症再拡大に伴い、2021年４月に緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置が発令された

ことを受け、対象地域においては政府・自治体からの制限要請（酒類提供の禁止、収容人数制限等）に基づきな

がら挙式・披露宴を実施してまいりました。新型コロナウイルス感染症拡大前の水準には至らなかったものの、

前年同期と比較して施行件数が増加したことにより、昨年同期比では増収となり、ブライダル関連事業の売上高

は4,224百万円（前年同四半期比828.1％増）、セグメント損失は357百万円（前年同四半期は1,420百万円の損

失）となりました。

（建築不動産関連事業）

工事が進捗していることに加え、不動産の販売もあり、前年同期と比較して増収となり、建築不動産関連事業

の売上高は994百万円（前年同四半期比134.5％増）、セグメント利益は11百万円（前年同四半期は69百万円の損

失）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高は165百万円減少し、営業利益は24百万円

減少しております。

（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における資産総額は24,833百万円となり、前連結会計年度より1,309百万円減少して

おります。これは主に、現金及び預金が2,762百万円減少したこと、長期繰延税金資産が984百万円増加したこと等

によるものであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債総額は18,842百万円となり、前連結会計年度より1,735百万円減少して

おります。これは主に、前受金が2,842百万円減少したこと、契約負債が2,737百万円増加したこと、長期借入金が

536百万円減少したこと等によるものであります。
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（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は5,990百万円となり、前連結会計年度より425百万円増加しており

ます。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益412百万円を計上したこと等によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の連結業績予想につきましては、2021年５月17日付決算短信にて公表いたしました連結業績予想から変更は

ありません。

なお、新型コロナウイルス感染症再拡大の状況により連結業績を修正する必要が生じた場合には速やかに公表い

たします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,723,607 3,960,896

受取手形及び売掛金 135,353 ―

受取手形、売掛金及び契約資産 ― 761,989

完成工事未収入金 724,319 269,950

販売用不動産 420,645 382,975

商品及び製品 269,122 275,818

原材料及び貯蔵品 62,267 62,334

未成工事支出金 57,958 439,130

その他 962,038 1,226,846

貸倒引当金 △38,829 △38,999

流動資産合計 9,316,483 7,340,943

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,186,774 6,959,625

その他 1,931,312 1,839,823

有形固定資産合計 9,118,087 8,799,448

無形固定資産 79,451 75,760

投資その他の資産

敷金及び保証金 3,639,927 3,640,841

繰延税金資産 3,673,003 4,657,769

その他 344,847 348,197

貸倒引当金 △28,999 △29,827

投資その他の資産合計 7,628,780 8,616,980

固定資産合計 16,826,319 17,492,190

資産合計 26,142,802 24,833,134
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 803,846 740,553

短期借入金 3,143,500 3,156,000

1年内返済予定の長期借入金 2,039,344 1,993,908

未払金 850,523 560,363

前受金 2,865,079 22,565

契約負債 ─ 2,737,988

未払法人税等 8,844 2,081

その他 2,343,659 1,665,232

流動負債合計 12,054,799 10,878,694

固定負債

社債 270,000 270,000

長期借入金 5,119,692 4,583,660

資産除去債務 2,562,926 2,563,836

その他 570,366 546,109

固定負債合計 8,522,984 7,963,606

負債合計 20,577,784 18,842,301

純資産の部

株主資本

資本金 50,000 50,000

資本剰余金 4,725,678 4,725,678

利益剰余金 989,502 1,418,927

自己株式 △192,485 △192,485

株主資本合計 5,572,695 6,002,120

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,584 419

為替換算調整勘定 △12,876 △14,303

その他の包括利益累計額合計 △10,291 △13,883

新株予約権 2,614 2,596

純資産合計 5,565,018 5,990,833

負債純資産合計 26,142,802 24,833,134
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 879,290 5,219,008

売上原価 731,436 2,554,969

売上総利益 147,854 2,664,039

販売費及び一般管理費 1,733,613 3,254,600

営業損失(△) △1,585,759 △590,561

営業外収益

業務受託料 4,264 4,264

雇用調整助成金 ─ 101,914

その他 3,925 25,666

営業外収益合計 8,189 131,844

営業外費用

支払利息 16,355 19,663

金融手数料 1,243 68,551

その他 2,270 8,042

営業外費用合計 19,869 96,258

経常損失(△) △1,597,439 △554,975

特別利益

新株予約権戻入益 ─ 18

雇用調整助成金 581,572 ─

特別利益合計 581,572 18

特別損失

新型コロナウイルス感染症による損失 1,647,468 ─

特別損失合計 1,647,468 ─

税金等調整前四半期純損失(△) △2,663,334 △554,957

法人税、住民税及び事業税 12,074 25,161

法人税等調整額 △797,660 △992,852

法人税等合計 △785,586 △967,690

四半期純利益又は四半期純損失(△) △1,877,748 412,733

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)

△1,877,748 412,733
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失(△) △1,877,748 412,733

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,937 △2,165

為替換算調整勘定 △1,216 △1,427

その他の包括利益合計 720 △3,592

四半期包括利益 △1,877,027 409,140

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,877,027 409,140
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

１.（収益認識に関する会計基準等）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

ブライダルサービスの提供による収益は、挙式披露宴サービスを提供した時点で履行義務が充足されることか

ら、挙式施行時に収益を認識しております。

建築サービスの提供による収益は、施工中の物件等を他の顧客又は別の用途に振り向けることができず、完了

した作業に対する支払を受ける強制可能な権利を有します。そのため、工事の進捗によって履行義務が充足され

ていくものと判断しており、完成までに要する進捗度を合理的に測定できる場合には、原価比例法（期末日にお

ける見積総原価に対する累積実際発生原価の割合に応じた金額）で収益を認識しており、合理的に測定できない

場合は、発生した原価のうち回収されることが見込まれる費用の金額で収益を認識しております。また、工期が

ごく短い工事については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただ

し、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱

いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収

益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われ

た契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額

を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は165百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益はそれぞれ24百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は16百万円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示

することとしました。また、「流動負債」に表示していた「前受金」のうちほとんどが契約負債となり、当第１

四半期連結会計期間より「契約負債」として表示することとしました。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法

により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020

年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生

じる収益を分解した情報を記載しておりません。

２.（時価の算定に関する会計基準等）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与

える影響はありません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当第１四半期連結累計期間において、繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損等の会計上の見積りを行

うにあたり、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症拡大に関する仮定に重要な
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変更はありません。

（財務制限条項）

(1）長期借入金のうち180,000千円（2015年３月25日付金銭消費貸借契約）には、下記の財務制限条項が付されてお

ります。

① 各連結会計年度の末日において、連結貸借対照表における純資産の金額を、直前期末の連結貸借対照表におけ

る純資産の金額の75％以上に維持すること。

② 各事業年度の末日において、貸借対照表における純資産の金額を、直前期末又は2014年３月期末の貸借対照表

における純資産の金額の75％以上に維持すること。

③ 各連結会計年度及び事業年度の末日において、連結及び単体それぞれの損益計算書における経常損益を２期連

続で損失としないこと。

　なお、①②については、前連結会計年度末において財務制限条項に抵触しておりましたが、主要取引銀行と緊

密な関係を維持しており継続的な支援を得ているため、期限の利益喪失請求権の権利行使は受けておりません。

(2）長期借入金のうち287,500千円（2020年３月31日付金銭消費貸借契約）には、下記の財務制限条項が付されてお

ります。

① 各事業年度の末日において、損益計算書における経常損益を２期連続で損失としないこと。

② 各事業年度の末日において、貸借対照表における純資産の金額を、直前期末の貸借対照表における純資産の金

額の75％以上に維持すること。

　なお、②については、前連結会計年度末において財務制限条項に抵触しておりましたが、主要取引銀行と緊密

な関係を維持しており継続的な支援を得ているため、期限の利益喪失請求権の権利行使は受けておりません。

(3）短期借入金のうち1,506,000千円（2020年７月15日付コミットメントライン契約）には、下記の財務制限条項が

付されております。

① 2021年３月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産合計の金額を負の値としないこと。

　


